
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

瀬戸内（６）環境モニタリング
鹿児島県大島郡瀬戸内町
令和6年8月6日～令和8年3月15日
建設コンサルタント等業務

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月5日

（株）プレック研
究所　九州事務所
福岡県福岡市中央
区大名2-4-19

5010001081785

提出された技術提案書等について、企業、
管理技術者及び配置予定技術者を評価（プ
ロポーザル方式）し、評価点数の上位者で
見積合せを実施。（会計法第２９条の３第
４項）

123,375,957 122,309,000 99.14%

健軍（６）施設最適化総合設計に係る技術協
力業務
熊本県熊本市
令和6年8月7日～令和11年3月15日
建設コンサルタント等業務

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月6日

健軍（６）施設最
適化総合設計に係
る技術協力業務対
象工事　大成建
設・三津野建設・
吉永産業・新規建
設・秀拓・前田産
業　最適化事業建
設共同企業体
福岡県福岡市博多
区住吉4-1-27

ー

提出された技術提案書等について、企業、
管理技術者及び配置予定技術者を評価（プ
ロポーザル方式）し、評価点数の上位者で
見積合せを実施。（会計法第２９条の３第
４項）

29,997,000 29,997,000 100.00%

鹿屋（６）施設最適化総合設計に係る技術協
力業務
鹿児島県鹿屋市
令和6年8月7日～令和11年3月15日
建設コンサルタント等業務

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月6日

鹿屋（６）施設最
適化総合設計に係
る技術協力業務対
象工事　フジタ・
植村・豊明・山佐
最適化事業建設共
同企業体
福岡県福岡市博多
区下川端町1－1

ー

提出された技術提案書等について、企業、
管理技術者及び配置予定技術者を評価（プ
ロポーザル方式）し、評価点数の上位者で
見積合せを実施。（会計法第２９条の３第
４項）

50,908,440 50,908,440 100.00%

新田原（６）施設最適化総合設計に係る技術
協力業務
宮崎県児湯郡新富町
令和6年8月7日～令和11年3月15日
建設コンサルタント等業務

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月6日

新田原（６）施設
最適化総合設計に
係る技術協力業務
対象工事　前田建
設工業・坂下組・
志多組・増田工務
店　最適化事業建
設共同企業体
福岡県福岡市博多
区博多駅東2－14－
1

ー

提出された技術提案書等について、企業、
管理技術者及び配置予定技術者を評価（プ
ロポーザル方式）し、評価点数の上位者で
見積合せを実施。（会計法第２９条の３第
４項）

39,600,000 39,600,000 100.00%

鹿児島（５）桟橋新設等土木その他追加工事
鹿児島県霧島市
令和6年8月8日～令和8年6月30日
土木一式

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月7日

鹿児島（５）桟橋
新設等土木その他
工事　東亜建設工
業・丸福建設　建
設共同企業体
福岡県福岡市博多
区博多駅前1－6－
16

ー

現に契約履行中の工事に直接関連する契約
を現に履行中の契約者以外の者に履行させ
ることが不利であるため。（予算決算及び
会計令第１０２条の４第４号イ）

748,015,226 746,900,000 99.85%

新田原（５）庁舎新設等機械追加工事
宮崎県児湯郡新富町
令和6年8月8日～令和7年5月31日
管

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月7日
（株）東海テック
東京都台東区東上
野1－23－3

5010501008528

現に契約履行中の工事に直接関連する契約
を現に履行中の契約者以外の者に履行させ
ることが不利であるため。（予算決算及び
会計令第１０２条の４第４号イ）

470,766,533 470,690,000 99.98%

国分（６）火薬庫等新設基本検討
鹿児島県薩摩郡さつま町
令和6年8月9日～令和8年3月15日
建設コンサルタント等業務

支出負担行為担当
官
熊本防衛支局長
宮川　真一郎
熊本市東区東町１
－１－１１

令和6年8月8日

日本工営（株）
福岡支店
福岡県福岡市博多
区東比恵1－2－12

2010001016851

提出された技術提案書等について、企業、
管理技術者及び配置予定技術者を評価（プ
ロポーザル方式）し、評価点数の上位者で
見積合せを実施。（会計法第２９条の３第
４項）

194,872,968 194,700,000 99.91%

再就職の役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間及び種別

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

付紙様式第２


